
 吉川市議会政務活動費の使途等に関する運用基準                                 

 

１ この運用基準は、吉川市議会政務活動費の使途基準等について必要な事項を定めるものとする。 

２ 政務活動費は、会派が行う調査研究に資するため必要な経費の一部として条例に基づき交付する。 

 (1) 政務活動費の原資は税金であり、その使途については適正な取り扱いと透明性を確保すること。 

 (2) 政務活動費の使用にあたっては、本会議審議や委員会審査で十分活動できる情報を入手するよう心がける。 

 (3) 政務調査活動は、会派の意思に基づき行われるものであり必要性があること。 

 (4) 調査研究に要した費用は、社会通念上妥当な範囲のものであり、適正な手続きがなされていること。 

 (5) 政務活動費の支出は、政務調査活動に必要な経費に限るものとする。 

３ 項目別政務活動費の使用について 

項  目 考え方 経  費 充当内容 充当が不適当な例 

研究研修費 ・研究会、研修会、会費等については、

その目的が政務活動費に資するものと

する。 

・研修費は、主に会派が主催する研修

会、講演会並びに、他の団体が開催す

る研修会・講演会等への参加に要する

費用とする。 

・年会費については、その団体の会員

資格を得るための費用でその団体の活

動内容や実態が政務調査活動に資する

ものとする。 

・会場費等 

・講師謝金 

・講師の旅費、

食事代 

・茶菓子代 

・出席者負担金 

・会費 

・交通費 

・公共施設、自治会館又はこれに類する

施設の施設使用料及び付属設備使用料と

する。（単なる懇談会とならないよう、資

料などを保管すること。） 

・参加者 1人当たりの単価 200円を上限 

・交通費（公共交通機関） 

・タクシー代、燃料代、駐車場代 

・食事代 

・党費、党大会賛助費、党大

会参加費、政党が主催する研

修会への参加費等 

・個人的な資格で参加する団

体の会費 

・運転代行 

調査研究費 ・交通費、宿泊費等については、政務

調査を目的とした現地調査や研修会・

講演会への出席に要した費用とする。 

・やむを得ず、自家用車（リースを含

む）利用して調査活動を行った場合は、

・交通費 

・旅費 

・宿泊費 

・先進地調査の期間は、2泊 3日とする。 

・交通費（公共交通機関代） 

・旅費のうち食事代の支出については、

１回につき、昼食は 1,500 円、夕食は

2,000円を上限とする。 

・車の維持費、修理費、事故

に係わる費用 

・議員個人の理由による不参

加の場合に発生するキャン

セル料 



ガソリン代、有料道路料金及び現地で

の駐車場料金等、移動に伴って要した

費用とする。 

・宿泊費等 

・タクシー代、燃料代、駐車場代、高速

代等 

・先進地調査に伴う儀礼的経費（土産代

等 １先進地につき、3,000円を上限） 

・食事先等への移動費用 

資料作成費 ・議会審議に必要な資料を作成するた

めに要する費用とする。 

・会派が地域住民の市政に関する要望、

意見を聴取するために開催する意見交

換会、市民への報告会に必要な資料を

作成するために要する経費。 

・印刷製本費 

・事務機器購入

費 

・リース代 

・翻訳料等 

・印刷、用紙、インク代等 

・印刷機、パソコン、プリンター等 

・事務機器に関連する機器（プロバイダ

ー料を含む） 

 

資料購入費 ・調査研究活動のため必要な図書、資

料等の購入に要する費用とする。 

・参考図書 

・新聞 

・書籍 

・雑誌等 

・領収書に書籍名などを表記 

・購入資料の送料 

・政党機関紙購読料及び購入

費等 

・スポーツ紙、一般週刊誌 

・同じ資料の複数冊購入 

広報費 ・調査研究活動の報告、議会活動及び

市の政策等について地域住民に報告す

るための広報紙の発行に要する費用と

する。 

・広報費 

・報告書印刷費 

・会場費等 

・印刷費、郵送料、折込料、切手、はが

き、封筒 

・市議会等議員の活動報告に関する内容

の掲載を原則とする。 

・広報等発行における人件費 

・公共施設、自治会館又はこれに類する

施設の施設使用料及び付属設備使用料 

・政党に関する活動報告の掲

載は認めない。 

公聴費 ・会派が地域住民の市政に関する要望、

意見を聴取するために開催する意見交

換会等に要する費用とする。 

・会派が行う調査研究活動、議会活動

及び市の施策等について市民への報告

   



会を開催するために要する費用とす

る。 

事務所費 会派の行う調査研究活動のために必要

な事務所の設置、管理に関する経費 

・賃借料 

・維持管理費 

・備品購入費 

・事務機器購入

費等 

・家賃、敷金、礼金、共益費 

・光熱水費、電話代及び修繕料 

 

その他経費 上記以外の経費で、調査研究活動に必

要な経費 

調査研究に必要

な経費で議長が

認めたもの 

 ①交際費的な経費 

・慶弔費、餞別、寸志、病気

見舞、慶弔電報、広告料、

名刺印刷代、年賀状、祝賀

会の出席に要する経費 

②選挙活動に伴う経費 

・各種選挙時の各種団体への

支援依頼活動経費、選挙ビ

ラ作成等に要する経費 

③宴会費、懇親会等飲食に係

る経費 

④後援会活動に伴う経費 

⑤私的活動に関する経費 

・個人的に参加している団体

の資格を得るための会費

や会合への参加費 

⑥その他市政調査研究の目

的に合致しない経費 

・あいさつやテープカットだ

けの出席に要する費用 



・社会通念上妥当性を超えた

経費や公職選挙法の法令

の制限に抵触する経費 

 （１）交通費、宿泊費等については、吉川市職員等の旅費に関する条例（平成 10年条例第 27号）を原則的に準用する。 

 （２）人件費は、吉川市が雇用する臨時職員（事務系職員）に支給する金額、方法等を準用する。 

 （３）広報紙、報告書の発行については、市議会議員及び個人、企業、団体名を掲載する場合は、十分に配慮することとし、誹謗し名誉を傷つけ

るような行為は慎むこと。 

 （４）事務機器の購入については、原則として会派控室又は会派事務所で使用するものとし、パソコンの耐用期間については、議員任期の間とす

る。 

４ 領収書等の添付について 

 （１）領収書の宛名については会派名とし、光熱水費等宛名を指定することが困難な場合は、個人名でも差し支えないものとする。 

 （２）口座振込みにより支出した場合については、振込金受取書の写しを添付書類とする。 

 （３）口座から引き落としされている場合については、その通帳の写しを添付書類とする。 

 （４）レシート等経年劣化するものについては、コピーし会派代表が押印する。 

 （５）領収書の原本については、調査終了後会派に返還する。 

５ 預金利息の取扱いについて 

   預金利息については、収支報告書に雑収入として報告する。 

 

 

   附 則 

 １ この基準は、平成２７年６月１日から施行する。 

 ２ この基準による改正後の吉川市政務活動費の使途等に関する運用基準の規定は、この基準の施行の日以後に交付される政務活動費から適用し、この

運用基準の施行の日前にこの基準による改正前の吉川市政務調査費の使途等に関する運用基準の規定により交付された政務調査費については、なお従

前の例による。 

 


